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基本目標１　大切な命を育み、健康で笑顔あふれるまちづくり

基本目標３　豊かな自然と人に優しい環境が共生した安全・安心なまちづくり

基本目標４　地域資源を活かし、産業・地域が躍進するまちづくり

基本目標５　快適でうるおいのある環境で新たな人の流れをつくるまちづくり

基本目標６　市民が主役の市民と行政が協働するまちづくり



１　実施計画の概要
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（１）　実施計画策定の趣旨

≪ ≫この実施計画は、「第二次下野市総合計画前期基本計画 平成２８（２０１９）年度～平成３２（２０２０）年度 」に示した施策を

計画的かつ効率的に推進するための具体的方策として、平成３１（２０１９）・３２（２０２０）年度の２年間に取り組む主要な事業につ

いて、予算編成及び事業実施の指針として示したものです。

なお、掲載した各事業は、社会経済情勢の変化、財政の見通し及び事務事業評価の結果を踏まえながら、「第三次下野市長期

財政健全化計画」に基づき財政の健全化が堅持されるよう、毎年見直しを行うローリング方式によります。

（２）　計画の期間

実施計画の期間は、平成３１（２０１９）・３２（２０２０）年度の２年間とします。

（３）　しもつけ重点プロジェクト

第二次下野市総合計画前期基本計画では、「しもつけ重点プロジェクト」として、「人いきいき」、「街いきいき」、「暮らしいきいき」

の３つのプロジェクトを設定し、成果が強く望まれる施策・事業について、施策体系の枠組みを超え、横断的かつ総合的に進めるこ

とにより相乗的な効果を発揮させ、その波及効果が期待できるものとしているため、「しもつけ重点プロジェクト」における「重点的な

取組」に係る具体的な事務事業を記載します。

（４）　実施計画の対象事業

実施計画の対象事業は、事務事業評価の総合評価が「継続実施」「見直し実施」のうち、以下の基準により選定します。なお、一

般会計及び特別会計等の事務事業を対象としますが、一般会計から特別会計への繰出金は除きます。
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① 　「しもつけ重点プロジェクト」にかかる事務事業

② 　平成３１（２０１９）年度事業費が前年度と比較し１０％以上の上昇率があった事務事業のうち、ハード事業の場合は５００万円

以上、ソフト事業の場合は１００万円以上で、市の裁量の余地がないものを除いた事務事業

③ 　上記以外で重要度が高い事業

（５）　実施計画の留意点

○ 　事業の実施期間については、実施期間が明確な事業についてはその期間を記入し、継続的な事業については終期を空欄と
しています。

○ 　事業計画一覧の「基本施策」 ・「個別施策」の名称については、第二次下野市総合計画前期基本計画の名称とします。
○ 　事業の実施は、社会経済情勢や財政状況などに配慮し、予算編成時や事業実施の段階で改めて考慮しながら推進します。
○ 　事業費については、概ねどのくらいの規模か実施期間中の動向を示したもので、事業費を確定したものではありません。
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２　各会計の決算状況【歳出】
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（ １） 各会計の決算状況【 歳出】

137, 782

3, 847, 722

794

63, 765

1, 336, 697

84, 433

53, 349

384, 524

-

165, 451

42, 940

（ 単位： 万円）

平成29(2017)年度

2, 373, 243

619, 527

59, 696

企 業 会 計 合 計 147, 007145, 908 143, 231

歳 出 総 額 4, 037, 8573, 600, 890 4, 220, 463

企
業
会
計

水道事業

収 益 的 収 支 78, 56884, 388

資 本 的 収 支 68, 43963, 866 58, 843

82, 042

仁 良 川 地 区 土 地 区 画
整 理 事 業

73, 26167, 546 52, 293

特 別 会 計 合 計 1, 360, 1271, 231, 541 1, 313, 966

2, 963 1, 282

40, 847

公 共 下 水 道 事 業 182, 371187, 143 159, 632

451

介 護 保 険
( 保 険 事 業 勘 定 )

365, 353326, 569 349, 107

659, 525

後 期 高 齢 者 医 療 55, 33749, 986 50, 829

一　　　般　　　会　　　計 2, 530, 7232, 223, 441 2, 763, 266

特

別

会

計

国 民 健 康 保 険 641, 526554, 846

介 護 保 険
( 介護ｻｰﾋ ﾞ ｽ事業勘定)

545363

農 業 集 落 排 水 事 業 40, 72742, 125

石 橋 駅 周 辺 土 地 区 画
整 理 事 業

1, 007

年　　度　　
平成28(2016)年度平成26(2014)年度 平成27(2015)年度

　　会　　計　　名
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３　実施計画総括表
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（ １） 当実施計画掲載事務事業数

目標１ 大切な命を育み、健康で笑顔あふれるまちづく り 60 53 7 0

目標２ 文化を育み、心豊かな人を育て未来につなぐまちづく り 28 25 3 0

目標３ 豊かな自然と人に優しい環境が共生した安全・ 安心なまちづく り 16 9 7 0

目標４ 地域資源を活かし、産業・ 地域が躍動するまちづく り 12 5 7 0

目標５ 快適でうるおいのある環境で新たな人の流れをつく るまちづく り 26 9 17 0

目標６ 市民が主役の市民と行政が協働するまちづく り 17 15 2 0

159 116 43 0

（ ２） 当実施計画掲載事務事業費合計
（ 単位： 千円）

目標１ 大切な命を育み、健康で笑顔あふれるまちづく り 1, 765, 354 351, 246 153, 489 1, 260, 619

目標２ 文化を育み、心豊かな人を育て未来につなぐまちづく り 2, 407, 079 207, 972 1, 205, 182 993, 925

目標３ 豊かな自然と人に優しい環境が共生した安全・ 安心なまちづく り 581, 488 5, 956 9, 850 565, 682

目標４ 地域資源を活かし、産業・ 地域が躍動するまちづく り 477, 773 97, 170 100 380, 503

目標５ 快適でうるおいのある環境で新たな人の流れをつく るまちづく り 2, 049, 802 449, 345 968, 506 631, 951

目標６ 市民が主役の市民と行政が協働するまちづく り 360, 290 16, 501 99 343, 690

7, 641, 786 1, 128, 190 2, 337, 226 4, 176, 370

（ 単位： 千円）

目標１ 大切な命を育み、健康で笑顔あふれるまちづく り 1, 241, 268 216, 742 153, 544 870, 982

目標２ 文化を育み、心豊かな人を育て未来につなぐまちづく り 2, 528, 737 67, 106 227, 668 2, 233, 963

目標３ 豊かな自然と人に優しい環境が共生した安全・ 安心なまちづく り 451, 895 6, 956 10, 283 434, 656

目標４ 地域資源を活かし、産業・ 地域が躍動するまちづく り 344, 029 94, 896 100 249, 033

目標５ 快適でうるおいのある環境で新たな人の流れをつく るまちづく り 2, 015, 466 627, 970 802, 536 584, 960

目標６ 市民が主役の市民と行政が協働するまちづく り 166, 148 16, 926 99 149, 123

6, 747, 543 1, 030, 596 1, 194, 230 4, 522, 717

一般財源

廃止
総合評価

国・ 県支出金 地方債・ その他 一般財源

事務事業数

事業費

事業費

継続実施 見直し実施

国・ 県支出金 地方債・ その他

合　　　計

合　　　計

合　　　計

区分

平成31(2019)年度事業費

平成32(2020)年度事業費
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４　しもつけ重点プロジェクト
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しもつけ重点プロジェクト

人いきいきプロジェクト “ ”　～ 市民の幸せを高める幸せ実感都市 の実現～

【プロジェクトの考え方】

【重点的な取組と事務事業】

重点的な取組 事務事業名 事業概要
平成31年度
（2019年度）

平成32年度
（2020年度） 担当課

結核予防対策事業
65歳以上の市民を対象に、結核健康診断（胸部間接レントゲン撮影検査）を市内延べ31
回、バス巡回により実施。 531 541 健康増進課

がん対策事業
がんの早期発見・早期治療を目的とした各種がん検診の実施。
がん検診推進事業(クーポン券・検診手帳配布等)に伴う子宮頸がん・乳がん検診の実施。 135,168 136,530 健康増進課

心の健康づくり自殺対策事業

市自殺対策計画に基づく「生きる支援関連施策」の実施。
専門医(精神科医)による「こころの健康相談」を年6回実施。
市内中学生を対象とした自殺対策講演会の開催。
自殺予防街頭キャンペーン(県と共催)、広報等で自殺予防の啓発を実施。 584 584 健康増進課

母子保健事業

母子健康手帳の交付。
保健師・助産師によるすべての妊婦へ妊娠届出アンケートを基にした面接指導、妊婦健
康診査、産後1か月健康診査の実施。
新生児聴覚検査、乳児の先天性股関節脱臼検診の実施。
※平成31（2019）年度から、産後2週間健康診査を実施。 52,991 52,992 健康増進課

母子支援事業
両親学級、母乳育児相談、親子教室（カンガルーひろば、のびのび教室、たけのこ教室、
さくらんぼ教室）、子育て巡回相談を実施。 509 509 健康増進課

子育て世代包括支援センター事業

妊娠期から子育て期にわたる総合的相談支援を提供するワンストップ拠点として、保健
師・助産師等による各種相談・情報提供・助言・保健指導を実施。
必要に応じて個別に支援プランを策定し、保健・医療・福祉など地域の関係機関による切
れ目のない支援を実施。 2,400 2,401 健康増進課

産後ケア事業

産後、退院直後の母子に対し、産後も安心して子育てができるよう、心身のケアや育児の
サポート等を実施。
支援体制は、宿泊型、デイサービス型の2種類で市内及び近隣の医療機関及び助産所に 910 910 健康増進課

救急医療体制の充実

地域医療体制整備事業

小山地区医療圏における適切な救急医療の維持確保のため、在宅当番医制運営事業、
病院群輪番制病院運営事業、小児救急医療支援事業、病院群輪番制病院設備整備事業
（隔年）を実施。 8,920 10,470 健康増進課

　市民が「幸せ」であるために重要だと思うことの上位に「健康」や「家族」があげられています。本市の全国トップクラスの医療環境を活かして、
子どもから高齢者まで健康な生活を送ることができる施策の展開を図ります。また、人・家族が安心して生活できる福祉の充実を目指し、子ども
を産み育てやすく、高齢者・障がい者にやさしいまちづくりを推進し、健康寿命の延伸につながるプロジェクトの展開を図ります。
　また、生涯にわたる学び・活動の場としての施設の充実に取り組み、教育・学習環境の向上をハード・ソフト両面から図り、いきいきと活力に満
ちた多くの市民が集うプロジェクトを展開します。

事業費（単位：千円）

がん・結核・自殺予防対策の推進

母子保健・母子支援の推進
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重点的な取組 事務事業名 事業概要
平成31年度
（2019年度）

平成32年度
（2020年度） 担当課

事業費（単位：千円）

子ども・子育て支援事業

市子ども・子育て会議を開催し、市子ども・子育て支援事業計画の見直し及び進捗管理に
おける意見を聴取する。
新子ども・子育て支援事業計画を策定する。 2,916 312 こども福祉課

病児・病後児保育事業

幼稚園、保育園等に通所中の児童等で、病気の回復期に至らない、回復期にあるが集団
保育が困難な場合等、保護者に代わって一時的に預かる。また保育中の体調不良児につ
いて緊急的な対応として、保護者が迎えに来る間一時的に預かる。
病後児対応型（3施設）、体調不良時対応型（5施設）、病児対応型（3施設）の施設にて事
業を実施。 53,110 53,110 こども福祉課

生後４ヶ月までの全戸訪問事業
育児不安の軽減を図り児童虐待を未然に防止すること等を目的に生後4か月までの乳児
のいるすべての家庭を助産師・保健師等が家庭訪問し乳児家庭の孤立化を防ぐ。 2,520 2,520 こども福祉課

育児ママ・パパリフレッシュ事業

生後3か月～3歳未満までの在宅乳幼児をもつ保護者を対象に、1人36時間分の利用券を
交付。
利用券が使用できる保育施設は委託契約による市内6施設。 3,000 3,000 こども福祉課

養育支援訪問事業

要支援家庭等支援や見守りが必要な家庭に対して、必要な援助（家事・育児・専門的技
術・助言）を保健師・助産師・ヘルパーが行い適切な養育環境の維持・改善、家庭の養育
力の向上を図る。 1,405 1,405 こども福祉課

子育て短期支援事業

保護者の疾病や家庭環境上の理由など、家庭での養育が一時的に困難になった場合
に、児童養護施設等で児童を一時的に養育する短期入所生活援助（ショートステイ）事業
を実施。
委託先5か所、原則として最長１週間までの利用。 749 749 こども福祉課

教育・保育施設等利用者支援事業

利用者支援事業専門員（支援員）を配置し、子ども、保護者の身近な場所で、教育・保育・
その他の子育て支援の情報提供及び必要に応じ相談・助言を行うとともに、関係機関との
連絡調整等を実施。 588 594 こども福祉課

ファミリー・サポート・センター事業

地域の子育て機能の強化を目的にファミリー・サポート・センターを設置。
センターにアドバイザー1名を配置し、サポートを受けたい会員（依頼会員）とサポートを提
供したい会員を仲介し相互に援助し合う活動等を支援。 2,563 2,563 こども福祉課

保育園共通事業
事務の効率化を図るため、公立保育園4園の臨時保育士賃金、施設修繕、給食調理業務
委託等共通の経費の一元管理。 171,566 167,923 こども福祉課

吉田保育園事業
保育の実施。（保育標準時間保育、保育短時間保育、乳幼児保育、軽度障がい児保育、
延長保育） 7,409 7,460 こども福祉課

グリム保育園事業
保育の実施。（保育標準時間保育、保育短時間保育、乳幼児の保育、軽度障がい児保
育、延長保育、一時保育、土曜保育） 22,899 22,539 こども福祉課

こがねい保育園事業
保育の実施。（保育標準時間保育、保育短時間保育、乳児保育、延長保育、軽度障がい
児保育） 13,744 13,752 こども福祉課

しば保育園事業
保育の実施。（保育標準時間保育、保育短時間保育、乳児保育、延長保育、軽度障がい
児保育） 9,736 9,750 こども福祉課

地域子ども・子育て支援事業の実
施
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重点的な取組 事務事業名 事業概要
平成31年度
（2019年度）

平成32年度
（2020年度） 担当課

事業費（単位：千円）

特別保育補助事業

子ども・子育て支援新制度において補助対象外となった特別な支援を必要とする児童が
在園する民間の教育・保育施設に対し、市単独で補助金を交付。
交付金対象と同程度の障がいを持つ園児の受入施設に、1人当たり月額75,300円を補
助。 5,422 5,422 こども福祉課

特別保育補助事業

特別保育を行う民間の教育・保育施設に対し、国・県の補助要綱に基づき補助金を交付。
子ども子育て支援交付金対象事業は国・県・市1/3負担。
1歳児担当保育士増員費補助対象事業は県・市1/2負担。
食物アレルギー対応給食提供事業費補助対象事業は県・市1/4負担（事業者1/2）。 79,014 79,014 こども福祉課

学童保育共通事業
学童保育室支援員賃金、学童保育室修繕料、備品購入費等13学童保育室の運営に係る
共通経費の一元管理。 59,338 59,338 こども福祉課

国分寺駅西学童保育事業
学童保育事業を実施し、放課後児童の健全育成、健康管理、安全確保に取り組むととも
に、仲間づくり等を通して自主性や社会性、創造性を培う。 2,314 2,327 こども福祉課

国分寺姿西学童保育事業
学童保育事業を実施し、放課後児童の健全育成、健康管理、安全確保に取り組むととも
に、仲間づくり等を通して自主性や社会性、創造性を培う。 1,134 1,142 こども福祉課

南河内児童館学童保育事業
学童保育事業を実施し、放課後児童の健全育成、健康管理、安全確保に取り組むととも
に、仲間づくり等を通して自主性や社会性、創造性を培う。 1,398 1,398 こども福祉課

緑小学童保育事業
学童保育事業を実施し、放課後児童の健全育成、健康管理、安全確保に取り組むととも
に、仲間づくり等を通して自主性や社会性、創造性を培う。 1,256 1,256 こども福祉課

薬師寺小学童保育事業
学童保育事業を実施し、放課後児童の健全育成、健康管理、安全確保に取り組むととも
に、仲間づくり等を通して自主性や社会性、創造性を培う。 2,081 2,081 こども福祉課

吉田東小学童保育事業
学童保育事業を実施し、放課後児童の健全育成、健康管理、安全確保に取り組むととも
に、仲間づくり等を通して自主性や社会性、創造性を培う。 1,276 1,276 こども福祉課

石橋小学童保育事業
学童保育事業を実施し、放課後児童の健全育成、健康管理、安全確保に取り組むととも
に、仲間づくり等を通して自主性や社会性、創造性を培う。 3,858 3,858 こども福祉課

古山小学童保育事業
学童保育事業を実施し、放課後児童の健全育成、健康管理、安全確保に取り組むととも
に、仲間づくり等を通して自主性や社会性、創造性を培う。 5,131 5,131 こども福祉課

石橋北小学童保育事業
学童保育事業を実施し、放課後児童の健全育成、健康管理、安全確保に取り組むととも
に、仲間づくり等を通して自主性や社会性、創造性を培う。 1,578 1,588 こども福祉課

国分寺小学童保育事業
学童保育事業を実施し、放課後児童の健全育成、健康管理、安全確保に取り組むととも
に、仲間づくり等を通して自主性や社会性、創造性を培う。 3,055 3,163 こども福祉課

国分寺東小学童保育事業
学童保育事業を実施し、放課後児童の健全育成、健康管理、安全確保に取り組むととも
に、仲間づくり等を通して自主性や社会性、創造性を培う。 2,824 2,831 こども福祉課

子育て支援センターつくし運営事業

子育て親子の交流の場の提供と交流の促進、子育てに関する相談・援助、地域の子育て
関連情報の提供、子育て及び子育て支援に関する講習等を実施。
専門講師による講習会、子育てサロン、定例活動等実施。 4,831 4,834 こども福祉課

地域子ども・子育て支援事業の実
施
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重点的な取組 事務事業名 事業概要
平成31年度
（2019年度）

平成32年度
（2020年度） 担当課

事業費（単位：千円）

子育て支援センター運営委託事業

地域において子育て親子の交流等を促進する子育て支援拠点を運営することにより、地
域の子育て支援機能の充実を図り、子育ての不安感等を緩和し、子どもの健やかな育ち
を支援。
南河内地区センターとして「ゆりかご」、石橋地区センターとして「みるく」を子育て支援拠点
として運営委託。 16,400 16,400 こども福祉課

学童保育室整備事業

市こども・子育て支援事業計画に基づく学童保育室の整備。
平成31(2019)年度：南河内中学校の義務教育学校化に伴う既存学童保育室のあり方の
検討 0 0 こども福祉課

お母さんに感謝状配布事業
将来の下野市を担う子どもの誕生のお祝いと、その祝福と感謝の意を込めて、市長から
のメッセージを感謝状として贈る。 113 115 こども福祉課

徘徊高齢者あんしんサービス事業

（介護保険特別会計）
認知症等により徘徊癖のある高齢者等の家族等に対し、GPSによる位置情報を検索・提
供する端末の貸与、身元が判明できるシステムを登録したQRコードシールの提供を実施
する。各種管理・運営等を専門の事業所に委託する。 128 128 高齢福祉課

認知症総合支援事業費

（介護保険特別会計）
国が策定した「新オレンジプラン」に基づき各種認知症総合支援事業を実施。（認知症サ
ポーター養成講座・フォローアップ講座の開催、認知症対策推進委員会・認知症地域支援
推進会議・家族会の開催、認知症初期集中支援チーム・認知症カフェの設置等） 4,892 5,132 高齢福祉課

下野市子ども未来プロジェクトの推
進

下野子ども力発動プロジェクト事業

市内4中学校の生徒会が中心となり、いじめ撲滅運動・校内外でのあいさつ運動・地域清
掃活動や募金活動などのボランティア活動・学校生活でのエコ活動等について、子どもた
ちを主体とした協議や小中交流等の実践を行う。
「下野市子ども未来プロジェクト」の発表・周知（各小中学校、HP、新聞等）、啓発物作成な
ど地域との交流を図る。 775 525 学校教育課

小中一貫教育の推進

小中一貫教育推進事業

「下野市学校適正配置基本計画」に示された南河内中学校区における小中一貫教育につ
いて、協議会を設置して検討・推進を図る。
（下野市小中一貫・南河中学区小中一貫教育推進協議会開催、義務教育学校基本計画
による事業推進、ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ配置） 2,087 2,087 学校教育課

生涯学習推進計画の推進

生涯学習推進事業

生涯学習推進計画（第二次）に基づき、多様な学習を通じた自己実現、学習仲間との交流
による心豊かな生活、学習成果の社会還元による協働のまちづくりを推進。
生涯学習推進本部の開催、推進協議会の開催、ふれあい学習の推進 256 256

生涯学習文
化課

文化芸術団体（文化協会等）活動
の支援 文化振興事業

しもつけ市民芸術文化祭の開催、下野市文化協会の支援、市内小中学校の芸術文化鑑
賞事業の実施。 7,250 7,250

生涯学習文
化課

地域子ども・子育て支援事業の実
施

認知症施策の推進
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しもつけ重点プロジェクト

街いきいきプロジェクト “ ”　～ 人・自然・文化を活かした交流するまち の実現～

【プロジェクトの考え方】

【重点的な取組と事務事業】

重点的な取組 事務事業名 事業概要
平成31年度
（2019年度）

平成32年度
（2020年度） 担当課

（仮称）三王山公園整備の推進
三王山ふれあい公園管理事業 三王山ふれあい公園の維持管理について、指定管理者制度導入により実施。 36,826 37,122 都市計画課

非常備消防事務費

下野市防災訓練の開催。
消防に関する負担金の支出。
防災活動支援隊の防災教育や啓発事業の実施。 13,467 13,467 安全安心課

消防防災施設管理事業

消防防災施設の維持管理。
（消火栓維持管理、県防災ネットワーク負担金、市防災情報伝達システム関連機器や屋
外拡声器、地震速報端末の保守点検、河川2か所、アンダーパス4か所に設置した防災カ
メラの保守点検、消火栓標識修繕及び消防団詰所修繕等） 24,276 24,276 安全安心課

消防防災施設改修事業
消防防災施設の修繕等。
（消火栓標識設置修繕、火の見櫓撤去、消防器具置場解体） 7,920 2,970 安全安心課

コミュニティＦＭ放送事業

災害等の緊急時における迅速かつ正確な情報発信や地域の話題や行政からのお知らせ
など、市民に発信する手段の拡充を図るため、コミュニティＦＭ放送を開局する。
平成31(2019)年度（開局予定）：放送設備工事・無線局免許申請

※平成32(2020)年度：維持管理　 公設民営方式 161,100 30,500 総合政策課

担い手支援事業

農業経営の改善に取り組んでいる担い手の確保と育成を図るため経営規模の拡大、機械
の導入等を支援。
（養蚕支援事業・園芸作物生産施設、資材整備事業・園芸農業機械導入支援事業・広域
防除推進事業・農業生産工程管理認証取得支援事業・ユニバーサル農業支援事業） 17,364 17,364 農政課

農地中間管理機構集積協力金交付事業

地域の担い手となる経営体に農地を集積、集約することを推進し、持続可能な力強い農業
構造を実現するため、農地中間管理機構を通した農地の貸し借りを支援。
農業者等に地域集積協力金、経営転換協力金、耕作者協力金を交付。 11,250 11,250 農政課

　自然災害が比較的少ない本市においても、災害時に備えた体制の整備や都市計画マスタープランに基づくまちづくりを推進し、市民が生涯安
心して幸せに暮らすことができる住環境の整備充実を図ります。また、充実した交通基盤・地域医療、東京圏へのアクセスが容易な地理的優位
性などを活かし、定住促進に向けたプロジェクトを展開します。
　豊かな農畜産物や歴史・文化資源、道の駅を活用したシティセールスの取組を推進し、下野ブランドの魅力向上のための施策を展開します。ま
た、既存産業の活性化、魅力ある産業や雇用創出を図るため、人や企業から選ばれる産業環境づくりを促進し、交流人口を増やす取組を通し
て、街がいきいきと輝くプロジェクトを展開します。

事業費（単位：千円）

防災・減災施設設備の充実

担い手への農地集積・集約の推進
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重点的な取組 事務事業名 事業概要
平成31年度
（2019年度）

平成32年度
（2020年度） 担当課

事業費（単位：千円）

商店街賑わいの再生

商工会支援事業

商工会等が市内商工業の安定、発展及び地域活性化のためのまちづくりを行う事業に対
し補助金を交付。
（下野市商工会運営費補助、石橋商工会運営費補助、下野市商工会事業費補助、石橋
商工会事業費補助、創業塾開催事業費補助、プレミアム付商品券発行事業補助） 35,956 36,470 商工観光課

医療・福祉系産業の誘致・育成

産業団地整備推進事業

新規企業の立地促進のため、産業団地造成に向けた条件整備を進め、早期の事業着手
を図る。
平成31(2019)年度：地権者説明会・交渉、関係法令許認可手続、各種調査等
平成32(2020)年度：地権者交渉、関係法令許認可手続き、各種調査等 45,108 30,036 商工観光課

都市計画マスタープランの改定・推
進

都市計画総務事務費

都市計画審議会の設置運営。空き家バンクの運用。
地域住宅交付金事業（生垣奨励及び木造住宅耐震診断、耐震改修・建替え補助）の実
施。
保留地等購入支援補助（仁良川地区土地区画整理）の実施。 11,502 11,356 都市計画課

通学路安全施設整備事業
視認性を高め、通学路であることへの再認識を図り、児童・生徒の安全で安心な歩行空間
を確保するため、一定の要件を満たす通学路の路側帯のカラー化を実施。 8,000 8,000 建設課

市道１－５号線整備事業

老朽化した東田橋の架け替えに合わせて道路拡幅改良を行い、石橋中学校へ通学する
生徒の安全確保、及び石橋中心部と上台の交通の利便性を図る。
【上台地内　石橋中学校西側】
事業期間：平成23(2011)年度～平成32(2020)年度 55,000 95,000 建設課

市道１－８号線整備事業

国道4号から都市計画道路3・4・801号線に接続し、さらに市道2-21号線まで整備すること
により、地域住民の安全確保と市の基幹的道路網の確立を図る。
【笹原地内　国道4号笹原交差点西側】
事業期間：平成20(2008)年度～平成31(2019)年度 14,400 0 建設課

市道１－３号線他整備事業

一般県道下野壬生線から主要地方道栃木二宮線までの本路線を整備することにより、市
の基幹的道路網が整備され、市の一体性の確立を図る。
【小金井地内　JAライスセンター東側】
事業期間：平成26(2014)年度～平成34(2022)年度 30,000 100,000 建設課

市道２－１号線整備事業

隣接する宇都宮市の土地改良事業が完了、県道整備も開始され、交通量の増加が見込
まれることから、幅員狭小で入り組んでいる道路の拡幅改良及び歩道整備を進め、通学
する児童の安全確保を図る。
【上古山地内、県道鹿沼下野線北進】
事業期間：平成23(2011)年度～平成34(2022)年度 84,000 30,000 建設課

市道２－７号線他整備事業

石橋総合病院の移転にあたり取り交わされた基本合意に基づき、病院周辺道路を整備す
る。
【石橋地内】
事業期間：平成25(2013)年度～平成34(2022)年度 101,200 171,000 建設課

市道２－１０号線整備事業

まちづくり交付金事業下長田地区の延伸で姿川西地区の道路網強化を図るとともに、細
谷小学校へ通学する児童の安全を確保する。
【上台・細谷・橋本地内　細谷小学校東側道路】
事業期間：平成24(2012)年度～平成35(2023)年度 101,000 15,000 建設課

主要幹線道路ネットワーク・通学道
路対策の推進
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重点的な取組 事務事業名 事業概要
平成31年度
（2019年度）

平成32年度
（2020年度） 担当課

事業費（単位：千円）

市道１－９号線道路整備事業

下野市幹線道路網整備計画による新規路線。平成30(2018)年度から事業着手予定の県
営ほ場整備事業（薬師寺・柴地区）に合わせ整備を推進。併せて、遊歩道である「哲学の
道」を整備。
【下野・小山間道路整備促進協議会要望路線】
事業期間：平成29(2017)年度～平成40(2028)年度 13,200 15,000 建設課

幹線道路網整備計画策定事業

下野市内の広域的な交通ネットワークを踏まえた総合的な道路整備の指針となる「下野市
幹線道路網整備計画」について、整備の進捗状況や社会情勢の変化に対応するため、概
ね5年毎の見直しを実施。
計画策定業務委託実施。 4,860 0 建設課

市道２－２９号線整備事業

小金井駅東口広場から国分寺東小学校に通じる幹線道路（通学路指定）のマウントアップ
形式の歩道について、違法な個人宅への乗入設備の設置や、太く成長した街路樹による
歩行車･自転車の通行の阻害を改善するため、街路樹撤去とセミフラット形式へ整備を実
施。
【駅東地内　小金井郵便局～国分寺東小学校】
事業期間：平成31(2019)年度～平成35(2023)年度 19,440 22,000 建設課

主要幹線道路ネットワーク・通学道
路対策の推進
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しもつけ重点プロジェクト

暮らしいきいきプロジェクト “ ”　～ 市民と市が協働で目的を達成するまち の実現～

【プロジェクトの考え方】

【重点的な取組と事務事業】

重点的な取組 事務事業名 事業概要
平成31年度
（2019年度）

平成32年度
（2020年度） 担当課

通学路安全対策の推進

教育環境管理事業

児童生徒の安全安心を確保し、良好な教育環境の整備を図る。
（スクールガード事業、青色パトロール講習会、国分寺西小学校地区児童のスクールバス
運行、巡回パトロール、学校設置消火器の更新、理科実験使用薬品廃棄等事務） 17,035 16,819 教育総務課

自主防災組織活動補助金交付事業
下野市自主防災組織活動補助金交付要綱に基づき、自主防災組織設置促進、地域の防
災力向上のために補助金を交付。 1,490 1,740 安全安心課

水防事業
水害等の有事の際に、消防団や自主防災組織と連携を図り、対応できる体制の整備。
地域防災力や市民が水防活動を行うため、土のう袋やブルーシート、砂などを配備。 341 341 安全安心課

消費生活基本計画の推進

消費者行政事業

消費生活センターにおける相談受付、消費生活情報の収集及び提供。
出前講座・ 街頭啓発・ 消費者まつり・ 講演会による、消費者被害防止啓発や消費
者教育の普及。
特殊詐欺撃退機器の貸出。 4,327 4,334 安全安心課

環境基本計画の推進

環境基本計画推進事業

下野市環境基本計画を適切に進めていくため、市及び市民、市民団体、事業者等
がそれぞれの役割分担と環境パートナーシップのもとに連携し、協働により環境
の保全及び創造に関する取組を総合的・ 計画的に展開。
環境基本計画庁内推進委員会、しもつけ環境市民会議、環境フォーラム等開催。 113 114 環境課

下野市自治基本条例によるまちづ
くりの推進

自治基本条例推進事業

まちづくりの指針となる自治基本条例について、出前講座やイベント時などに条例を広く市
民に周知し協働の取組の理解を広め、「市民が主役のまちづくり」「協働によるまちづくり」
を推進。
（自治基本条例情報紙発行、イベント時の啓発活動、協働の指針の策定・推進等） 640 640

市民協働推
進課

男女共同参画の推進

男女共同参画推進事業

男女共同参画宣言都市として、下野市だれもが輝く男女共同参画社会づくり条例の基本
理念に基づき第二次男女共同参画プラン及び配偶者等からの暴力対策基本計画を推
進。
（男女共同参画推進委員会の開催、男女共同参画情報紙発行、男女共同参画のつどい
開催等） 4,096 4,800

市民協働推
進課

　消費生活トラブルの対策や生活環境の向上による安全・安心で快適に暮らせるまちづくりを推進するため、自治基本条例により地域の絆を強
化し、市民力の向上を図ることにより市民がいきいきと暮らせるプロジェクトを展開します。
　また、暮らしを支えるための行政サービスの充実に向け、総合計画に基づく各部門別計画の取組を推進するとともに、新庁舎における行政機
能の更なる効率化を図るなど創意工夫による行財政運営を引き続き進めます。

事業費（単位：千円）

防災・減災意識の推進
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重点的な取組 事務事業名 事業概要
平成31年度
（2019年度）

平成32年度
（2020年度） 担当課

事業費（単位：千円）

財政改革の推進

財政管理事務費

財政管理事務。
（予算編成、決算統計、地方債事務、地方交付税算定、ふるさと納税記念品贈呈等）
新公会計新基準に基づく財政書類作成等。 5,269 6,320 財政課

公共施設の再配置等の検討・推進

公共施設マネジメント推進事業

公共施設等の最適な配置を実現し、財政負担の軽減・平準化を図るため、平成28(2016)
年度に策定した「下野市公共施設等総合管理計画」に基づき、「個別施設計画」の策定や
計画の進行管理を実施。 116 116 総合政策課

広報発行事業 広報しもつけ、行政カレンダー、市民手帳、市民生活ガイドブック、市勢要覧の発行。 15,075 15,075 総合政策課

広報広聴業務事務費
市政懇談会、ランチトークの開催。
データ放送による情報発信、市ホームページの管理等。 4,313 4,313 総合政策課

広報（各種情報発信手段の活用）
の充実
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５　事業計画
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目標１ 大切な命を育み、健康で笑顔あふれるまちづくり

平成31(2019)年度 平成32(2020)年度

開始 終了 国県支出金 地方債・その他 一般財源 国県支出金 地方債・その他 一般財源

1

母子保健事業
H18
2006 ～

継続
実施

母子健康手帳の交付。
保健師・助産師によるすべての妊婦へ妊娠届出アンケートを基にした面接指導、妊婦健康診査、産後1か月健康診査の
実施。
新生児聴覚検査、乳児の先天性股関節脱臼検診の実施。
※平成31（2019）年度から、産後2週間健康診査を実施。 52,991 0 0 52,991 52,992 0 0 52,992 健康増進課

2

妊娠サポート事業
H19
2007 ～

見直し
実施

人工授精、特定不妊治療、男性不妊治療、不育症の治療費助成を実施。
風しん・ＭＲ予防接種費助成を実施。 9,600 0 0 9,600 9,600 0 0 9,600 健康増進課

3

母子支援事業
H18
2006 ～

継続
実施

両親学級、母乳育児相談、親子教室（カンガルーひろば、のびのび教室、たけのこ教室、さくらんぼ教室）、子育て巡回
相談を実施。 509 0 0 509 509 0 0 509 健康増進課

4

結核予防対策事業
H18
2006 ～

継続
実施 65歳以上の市民を対象に、結核健康診断（胸部間接レントゲン撮影検査）を市内延べ31回、バス巡回により実施。 531 0 0 531 541 0 0 541 健康増進課

5

がん対策事業
H18
2006 ～

継続
実施

がんの早期発見・早期治療を目的とした各種がん検診の実施。
がん検診推進事業(クーポン券・検診手帳配布等)に伴う子宮頸がん・乳がん検診の実施。 135,168 225 0 134,943 136,530 225 0 136,305 健康増進課

6

青年期生活習慣病予防事業
H18
2006 ～

見直し
実施

青年期(20～39歳)を対象とした集団検診にて、ヤング健診（青年期生活習慣病健診）と生活習慣病予防に関する保健指
導を実施。
9か月児健診対象児の保護者を対象に、血圧測定と保健指導を実施。
乳幼児と保護者を対象とした生活習慣病予防対策として、食育教室を市内公立保育園や子育て支援センター等で実
施。 3,163 0 0 3,163 3,198 0 0 3,198 健康増進課

7

心の健康づくり自殺対策事業
H20
2008 ～

継続
実施

市自殺対策計画に基づく「生きる支援関連施策」の実施。
専門医(精神科医)による「こころの健康相談」を年6回実施。
市内中学生を対象とした自殺対策講演会の開催。
自殺予防街頭キャンペーン(県と共催)、広報等で自殺予防の啓発を実施。 584 296 0 288 584 0 0 584 健康増進課

8

子育て世代包括支援センター事業
H29
2017 ～

継続
実施

妊娠期から子育て期にわたる総合的相談支援を提供するワンストップ拠点として、保健師・助産師等による各種相談・情
報提供・助言・保健指導を実施。
必要に応じて個別に支援プランを策定し、保健・医療・福祉など地域の関係機関による切れ目のない支援を実施。 2,400 1,488 0 912 2,401 1,488 0 913 健康増進課

9

産後ケア事業
H31
2019 ～

継続
実施

産後、退院直後の母子に対し、産後も安心して子育てができるよう、心身のケアや育児のサポート等を実施。
支援体制は、宿泊型、デイサービス型の2種類で市内及び近隣の医療機関及び助産所に委託により実施。 910 420 0 490 910 0 0 910 健康増進課

10
１－１－２
医療体制の整備

地域医療体制整備事業
H18
2006 ～

継続
実施

小山地区医療圏における適切な救急医療の維持確保のため、在宅当番医制運営事業、病院群輪番制病院運営事業、
小児救急医療支援事業、病院群輪番制病院設備整備事業（隔年）を実施。 8,920 0 0 8,920 10,470 0 0 10,470 健康増進課

11

ふれあい館改修事業
H23
2011 ～

見直し
実施

平成27(2015)年度のふれあい館診断調査結果を基に、今後の改修方針に沿った機械設備等の改修工事を実施。
平成31(2019)年度：設計委託（空調設備改修工事、防水シート工事）、改修工事（プール・浴室ろ過機改修、空調設備改
修、LED改修） 256,371 0 0 256,371 0 0 0 0 社会福祉課

12

きらら館改修事業
H27
2015 ～

見直し
実施

平成28(2016)年度の改修時に未実施であったきらら館のデイサービスきらら・保健福祉センター部分の空調改修工事を
実施。 59,876 0 0 59,876 0 0 0 0 社会福祉課

13

ゆうゆう館改修事業
H27
2015 ～

見直し
実施

平成28(2016)年度ゆうゆう館建物診断調査の結果を基に、今後の修繕計画に沿った施設設備等の改修工事を実施。
平成31(2019)年度：空調設備改修
平成32(2020)年度：ろ過材交換、浴室温水ソーラー撤去、温泉設備更新 86,640 0 0 86,640 48,551 0 0 48,551 社会福祉課

14

こども医療費助成事業
H18
2006 ～

継続
実施

18歳までの子どもを対象に医療費の保険診療の自己負担分を助成（所得制限なし）。
※平成31(2019)年度から対象年齢を中学3年生修了前児童から18歳到達年度末までの子どもに拡大 298,177 70,000 0 228,177 298,177 70,000 0 228,177 社会福祉課

15

子ども・子育て支援事業
H27
2015 ～

H46
2034

継続
実施

市子ども・子育て会議を開催し、市子ども・子育て支援事業計画の見直し及び進捗管理における意見を聴取する。
新子ども・子育て支援事業計画を策定する。 2,916 0 0 2,916 312 0 0 312 こども福祉課

16

病児・病後児保育事業
H18
2006 ～

継続
実施

幼稚園、保育園等に通所中の児童等で、病気の回復期に至らない、回復期にあるが集団保育が困難な場合等、保護者
に代わって一時的に預かる。また保育中の体調不良児について緊急的な対応として、保護者が迎えに来る間一時的に
預かる。
病後児対応型（3施設）、体調不良時対応型（5施設）、病児対応型（3施設）の施設にて事業を実施。 53,110 31,962 0 21,148 53,110 31,962 0 21,148 こども福祉課

17

生後４ヶ月までの全戸訪問事業
H20
2008 ～

継続
実施

育児不安の軽減を図り児童虐待を未然に防止すること等を目的に生後4か月までの乳児のいるすべての家庭を助産
師・保健師等が家庭訪問し乳児家庭の孤立化を防ぐ。 2,520 1,078 0 1,442 2,520 1,078 0 1,442 こども福祉課

18

育児ママ・パパリフレッシュ事業
H18
2006 ～

継続
実施

生後3か月～3歳未満までの在宅乳幼児をもつ保護者を対象に、1人36時間分の利用券を交付。
利用券が使用できる保育施設は委託契約による市内6施設。 3,000 0 0 3,000 3,000 0 0 3,000 こども福祉課

19

養育支援訪問事業
H21
2009 ～

継続
実施

要支援家庭等支援や見守りが必要な家庭に対して、必要な援助（家事・育児・専門的技術・助言）を保健師・助産師・ヘ
ルパーが行い適切な養育環境の維持・改善、家庭の養育力の向上を図る。 1,405 378 0 1,027 1,405 378 0 1,027 こども福祉課

番号 基本施策 個別施策 事務事業名

事業実施期間
上段：元号
下段：西暦

担当課事業費
（財源内訳）

事業費

１－１
いきいき暮らせる
健康づくり

１－１－３
健康づくり施設の
充実

１－１－１
健康づくりの推進

（財源内訳）総合
評価 事業概要

年度別事業費及び財源内訳（単位：千円）

１－２－１
子ども・子育て支
援

１－２
子育て家庭を支
援する環境づくり
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平成31(2019)年度 平成32(2020)年度

開始 終了 国県支出金 地方債・その他 一般財源 国県支出金 地方債・その他 一般財源番号 基本施策 個別施策 事務事業名

事業実施期間
上段：元号
下段：西暦

担当課事業費
（財源内訳）

事業費
（財源内訳）総合

評価 事業概要

年度別事業費及び財源内訳（単位：千円）

20

子育て短期支援事業
H27
2015 ～

継続
実施

保護者の疾病や家庭環境上の理由など、家庭での養育が一時的に困難になった場合に、児童養護施設等で児童を一
時的に養育する短期入所生活援助（ショートステイ）事業を実施。
委託先5か所、原則として最長１週間までの利用。 749 310 0 439 749 310 0 439 こども福祉課

21

教育・保育施設等利用者支援事業
H27
2015 ～

継続
実施

利用者支援事業専門員（支援員）を配置し、子ども、保護者の身近な場所で、教育・保育・その他の子育て支援の情報
提供及び必要に応じ相談・助言を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実施。 588 392 0 196 594 396 0 198 こども福祉課

22

ファミリー・サポート・センター事業
H22
2010 ～

継続
実施

地域の子育て機能の強化を目的にファミリー・サポート・センターを設置。
センターにアドバイザー1名を配置し、サポートを受けたい会員（依頼会員）とサポートを提供したい会員を仲介し相互に
援助し合う活動等を支援。 2,563 1,332 0 1,231 2,563 1,332 0 1,231 こども福祉課

23

認定こども園整備事業
H26
2014 ～

継続
実施

幼稚園として運営している施設について、認定こども園化を前提に特に保育ニーズが多様化している低年齢児の需要に
応えるための保育機能部分を新規に整備、または既に認定こども園となった施設の建替整備等に要する費用の一部を
補助。 147,831 131,406 0 16,425 0 0 0 0 こども福祉課

24

保育園共通事業
H18
2006 ～

継続
実施

事務の効率化を図るため、公立保育園4園の臨時保育士賃金、施設修繕、給食調理業務委託等共通の経費の一元管
理。 171,566 443 100,229 70,894 167,923 443 100,229 67,251 こども福祉課

25

吉田保育園事業
H18
2006 ～

継続
実施 保育の実施。（保育標準時間保育、保育短時間保育、乳幼児保育、軽度障がい児保育、延長保育） 7,409 0 768 6,641 7,460 0 768 6,692 こども福祉課

26

グリム保育園事業
H18
2006 ～

継続
実施

保育の実施。（保育標準時間保育、保育短時間保育、乳幼児の保育、軽度障がい児保育、延長保育、一時保育、土曜
保育） 22,899 0 1,848 21,051 22,539 0 1,848 20,691 こども福祉課

27

こがねい保育園事業
H18
2006 ～

継続
実施 保育の実施。（保育標準時間保育、保育短時間保育、乳児保育、延長保育、軽度障がい児保育） 13,744 0 1,116 12,628 13,752 0 1,116 12,636 こども福祉課

28

しば保育園事業
H18
2006 ～

継続
実施 保育の実施。（保育標準時間保育、保育短時間保育、乳児保育、延長保育、軽度障がい児保育） 9,736 0 816 8,920 9,750 0 816 8,934 こども福祉課

29

特別保育補助事業
H18
2006 ～

継続
実施

子ども・子育て支援新制度において補助対象外となった特別な支援を必要とする児童が在園する民間の教育・保育施設
に対し、市単独で補助金を交付。
交付金対象と同程度の障がいを持つ園児の受入施設に、1人当たり月額75,300円を補助。 5,422 0 0 5,422 5,422 0 0 5,422 こども福祉課

30

特別保育補助事業
H18
2006 ～

継続
実施

特別保育を行う民間の教育・保育施設に対し、国・県の補助要綱に基づき補助金を交付。
子ども子育て支援交付金対象事業は国・県・市1/3負担。
1歳児担当保育士増員費補助対象事業は県・市1/2負担。
食物アレルギー対応給食提供事業費補助対象事業は県・市1/4負担（事業者1/2）。 79,014 49,352 0 29,662 79,014 49,352 0 29,662 こども福祉課

31

保育園整備事業
H23
2011 ～

継続
実施

施設・設備等修繕計画及び備品等更新計画に基づく一括管理により、公立保育園4園の園舎・備品等を緊急性を鑑み維
持修繕や更新を実施。 25,669 0 0 25,669 5,843 0 0 5,843 こども福祉課

32

児童館共通事業
H18
2006 ～

継続
実施 児童館運営員会経費、児童館指導員賃金、研修費、備品購入費等5児童館の運営に係る共通経費の一元管理。 42,126 5,200 7,844 29,082 42,126 5,200 7,844 29,082 こども福祉課

33

学童保育共通事業
H18
2006 ～

継続
実施 学童保育室支援員賃金、学童保育室修繕料、備品購入費等13学童保育室の運営に係る共通経費の一元管理。 59,338 15,960 33,174 10,204 59,338 15,960 33,174 10,204 こども福祉課

34

国分寺駅西学童保育事業
H18
2006 ～

継続
実施

学童保育事業を実施し、放課後児童の健全育成、健康管理、安全確保に取り組むとともに、仲間づくり等を通して自主
性や社会性、創造性を培う。 2,314 0 0 2,314 2,327 0 0 2,327 こども福祉課

35

国分寺姿西学童保育事業
H18
2006 ～

継続
実施

学童保育事業を実施し、放課後児童の健全育成、健康管理、安全確保に取り組むとともに、仲間づくり等を通して自主
性や社会性、創造性を培う。 1,134 0 0 1,134 1,142 0 0 1,142 こども福祉課

36

南河内児童館学童保育事業
H18
2006 ～

継続
実施

学童保育事業を実施し、放課後児童の健全育成、健康管理、安全確保に取り組むとともに、仲間づくり等を通して自主
性や社会性、創造性を培う。 1,398 0 0 1,398 1,398 0 0 1,398 こども福祉課

37

緑小学童保育事業
H18
2006 ～

継続
実施

学童保育事業を実施し、放課後児童の健全育成、健康管理、安全確保に取り組むとともに、仲間づくり等を通して自主
性や社会性、創造性を培う。 1,256 0 0 1,256 1,256 0 0 1,256 こども福祉課

38

薬師寺小学童保育事業
H18
2006 ～

継続
実施

学童保育事業を実施し、放課後児童の健全育成、健康管理、安全確保に取り組むとともに、仲間づくり等を通して自主
性や社会性、創造性を培う。 2,081 0 0 2,081 2,081 0 0 2,081 こども福祉課

39

吉田東小学童保育事業
H18
2006 ～

継続
実施

学童保育事業を実施し、放課後児童の健全育成、健康管理、安全確保に取り組むとともに、仲間づくり等を通して自主
性や社会性、創造性を培う。 1,276 0 0 1,276 1,276 0 0 1,276 こども福祉課

１－２
子育て家庭を支
援する環境づくり

１－２－１
子ども・子育て支
援

－20－

－20－



平成31(2019)年度 平成32(2020)年度

開始 終了 国県支出金 地方債・その他 一般財源 国県支出金 地方債・その他 一般財源番号 基本施策 個別施策 事務事業名

事業実施期間
上段：元号
下段：西暦

担当課事業費
（財源内訳）

事業費
（財源内訳）総合

評価 事業概要

年度別事業費及び財源内訳（単位：千円）

40

石橋小学童保育事業
H18
2006 ～

継続
実施

学童保育事業を実施し、放課後児童の健全育成、健康管理、安全確保に取り組むとともに、仲間づくり等を通して自主
性や社会性、創造性を培う。 3,858 0 0 3,858 3,858 0 0 3,858 こども福祉課

41

古山小学童保育事業
H18
2006 ～

継続
実施

学童保育事業を実施し、放課後児童の健全育成、健康管理、安全確保に取り組むとともに、仲間づくり等を通して自主
性や社会性、創造性を培う。 5,131 0 0 5,131 5,131 0 0 5,131 こども福祉課

42

石橋北小学童保育事業
H18
2006 ～

継続
実施

学童保育事業を実施し、放課後児童の健全育成、健康管理、安全確保に取り組むとともに、仲間づくり等を通して自主
性や社会性、創造性を培う。 1,578 0 0 1,578 1,588 0 0 1,588 こども福祉課

43

国分寺小学童保育事業
H18
2006 ～

継続
実施

学童保育事業を実施し、放課後児童の健全育成、健康管理、安全確保に取り組むとともに、仲間づくり等を通して自主
性や社会性、創造性を培う。 3,055 0 0 3,055 3,163 0 0 3,163 こども福祉課

44

国分寺東小学童保育事業
H18
2006 ～

継続
実施

学童保育事業を実施し、放課後児童の健全育成、健康管理、安全確保に取り組むとともに、仲間づくり等を通して自主
性や社会性、創造性を培う。 2,824 0 0 2,824 2,831 0 0 2,831 こども福祉課

45

子育て支援センターつくし運営事業
H18
2006 ～

継続
実施

子育て親子の交流の場の提供と交流の促進、子育てに関する相談・援助、地域の子育て関連情報の提供、子育て及び
子育て支援に関する講習等を実施。
専門講師による講習会、子育てサロン、定例活動等実施。 4,831 2,988 0 1,843 4,834 0 0 4,834 こども福祉課

46

子育て支援センター運営委託事業
H18
2006 ～

継続
実施

地域において子育て親子の交流等を促進する子育て支援拠点を運営することにより、地域の子育て支援機能の充実を
図り、子育ての不安感等を緩和し、子どもの健やかな育ちを支援。
南河内地区センターとして「ゆりかご」、石橋地区センターとして「みるく」を子育て支援拠点として運営委託。 16,400 5,228 0 11,172 16,400 5,228 0 11,172 こども福祉課

47

学童保育室整備事業
H18
2006 ～

継続
実施

市こども・子育て支援事業計画に基づく学童保育室の整備。
平成31(2019)年度：南河内中学校の義務教育学校化に伴う既存学童保育室のあり方の検討 0 0 0 0 0 0 0 0 こども福祉課

48

お母さんに感謝状配布事業
H29
2017 ～

見直し
実施

将来の下野市を担う子どもの誕生のお祝いと、その祝福と感謝の意を込めて、市長からのメッセージを感謝状として贈
る。 113 0 0 113 115 0 0 115 こども福祉課

49

徘徊高齢者あんしんサービス事業
H20
2008 ～

継続
実施

（介護保険特別会計）
認知症等により徘徊癖のある高齢者等の家族等に対し、GPSによる位置情報を検索・提供する端末の貸与、身元が判
明できるシステムを登録したQRコードシールの提供を実施する。各種管理・運営等を専門の事業所に委託する。 128 75 35 18 128 75 35 18 高齢福祉課

50

認知症総合支援事業費
H18
2006 ～

継続
実施

（介護保険特別会計）
国が策定した「新オレンジプラン」に基づき各種認知症総合支援事業を実施。（認知症サポーター養成講座・フォローアッ
プ講座の開催、認知症対策推進委員会・認知症地域支援推進会議・家族会の開催、認知症初期集中支援チーム・認知
症カフェの設置等） 4,892 2,824 1,125 943 5,132 2,963 1,180 989 高齢福祉課

51

安否確認システム貸与事業
H18
2006 ～

継続
実施

概ね65歳以上のひとり暮らし高齢者等で、緊急事態に機敏に行動することが困難な者または身体障がい者（身体障が
い者手帳１級または２級）を対象に、安否確認付き緊急通報システム機器を貸与。 2,549 0 0 2,549 2,651 0 0 2,651 高齢福祉課

52

配食サービス事業
H18
2006 ～

継続
実施

概ね65歳以上の在宅のひとり暮らしの高齢者及び高齢者のみ世帯を対象に、週３回昼食時にお弁当を配達し、本人手
渡しによる健康状態や安否の確認までを民間委託により実施。
※ 1食当たり350円の補助、差額分は利用者負担。 5,670 0 0 5,670 5,838 0 0 5,838 高齢福祉課

53

相談支援事業
H18
2006 ～

継続
実施

障がい者、難病の方などの相談・情報の提供・支援など地域で安心して生活が送れるよう身近な相談支援窓口となる障
がい者相談支援センターの運営を指定特定一般相談支援事業所への委託により実施。
平成31(2019)年度 基幹相談支援センターを設置 24,000 10,800 0 13,200 23,800 10,710 0 13,090 社会福祉課

54

意思疎通支援事業
H18
2006 ～

継続
実施

聴覚・言語機能等の障害のため意思疎通を図ることに支障がある障害者を対象に、手話通訳者及び要約筆記者の仲介
者派遣を、栃木県社会福祉協議会運営のとちぎ視聴覚障害者情報センターに委託実施。
通訳者等の養成講座について、小山市聴覚障害者協会に委託し、２市１町（野木町）で実施。 1,456 655 0 801 1,456 655 0 801 社会福祉課

55

移動支援事業
H18
2006 ～

継続
実施

移動困難な障がい者・児を対象に、地域での自立生活及び社会参加促進のため、外出のための支援を指定事業者へ
の委託により実施。 4,600 2,070 0 2,530 5,428 2,623 0 2,805 社会福祉課

56

福祉タクシー事業
H24
2012 ～

継続
実施

身体障害者1・2級、精神手帳1・2級所持者及び療育手帳保持者を対象に、外出支援のため、月4回乗車分のﾀｸｼ-基本
料相当額の利用券を交付。 6,945 0 0 6,945 7,132 0 0 7,132 社会福祉課

57
１－５－１
地域福祉の充実

社会福祉協議会育成事業
H18
2006 ～

継続
実施

下野市社会福祉協議会の法人運営に伴う基幹的職員の人件費を補助金として交付。
その他、法律相談、心配ごと相談事業を委託。 57,455 0 0 57,455 57,455 0 0 57,455 社会福祉課

58
１－５－３
特定疾病福祉の
充実 難病患者等福祉手当給付事業

H18
2006 ～

見直し
実施

厚生労働大臣が指定した難病または小児慢性特定疾患に罹患し、栃木県が発行した医療受給者証が交付されている
者に対し、長期化する医療費の経済的負担を軽減するため、難病患者等福祉手当を月額2,500円支給。 14,550 0 0 14,550 14,550 0 0 14,550 社会福祉課

59
１－５－４
保険・年金事業
の充実 訪問型介護予防事業

H28
2016 ～

継続
実施

（介護保険特別会計）
① ②介護保険制度の中の地域支援事業であり、訪問型介護予防事業として、 従来型訪問介護、 基準緩和型訪問介護、

③ シルバーお助けサービスを実施。 17,802 10,235 4,094 3,473 17,802 10,235 4,094 3,473 高齢福祉課

１－２
子育て家庭を支
援する環境づくり

１－３
高齢者が元気で
暮らせる体制づく
り

１－４
障がい者（児）と
ともに生きる環境
づくり

１－５
誰もが安心して
暮らせるまちづく
り

１－２－１
子ども・子育て支
援

１－３－１
地域包括ケアシ
ステムの構築

１－３－２
高齢者の生きが
いづくり

１－４－１
障がい者（児）の
生活支援

－21－

－21－



平成31(2019)年度 平成32(2020)年度

開始 終了 国県支出金 地方債・その他 一般財源 国県支出金 地方債・その他 一般財源番号 基本施策 個別施策 事務事業名

事業実施期間
上段：元号
下段：西暦

担当課事業費
（財源内訳）

事業費
（財源内訳）総合

評価 事業概要

年度別事業費及び財源内訳（単位：千円）

60

１－５
誰もが安心して
暮らせるまちづく
り

１－５－４
保険・年金事業
の充実

生活支援体制整備事業費
H28
2016 ～

継続
実施

（介護保険特別会計）
団塊の世代が75歳以上となる平成37(2025)年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮ら
しを人生の最後まで続けることができるよう、医療・介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保される体制（地域包括
ケアシステム）として、地域の自助・互助を最大限に活用しながら、ボランティア・ＮＰＯ・民間企業・協同組合等の多様な
主体による生活支援・介護予防サービスの提供体制を構築する。 10,613 6,129 2,440 2,044 10,613 6,129 2,440 2,044 高齢福祉課

－22－

－22－



目標２ 文化を育み、心豊かな人を育て未来につなぐまちづくり

平成31(2019)年度 平成32(2020)年度

開始 終了 国県支出金 地方債・その他 一般財源 国県支出金 地方債・その他 一般財源

1

下野子ども力発動プロジェクト事業
H25
2013 ～

継続
実施

市内4中学校の生徒会が中心となり、いじめ撲滅運動・校内外でのあいさつ運動・地域清掃活動や募金活動などのボラ
ンティア活動・学校生活でのエコ活動等について、子どもたちを主体とした協議や小中交流等の実践を行う。
「下野市子ども未来プロジェクト」の発表・周知（各小中学校、HP、新聞等）、啓発物作成など地域との交流を図る。 775 0 0 775 525 0 0 525 学校教育課

2

教育環境管理事業
H18
2006 ～

継続
実施

児童生徒の安全安心を確保し、良好な教育環境の整備を図る。
（スクールガード事業、青色パトロール講習会、国分寺西小学校地区児童のスクールバス運行、巡回パトロール、学校設
置消火器の更新、理科実験使用薬品廃棄等事務） 17,035 106 0 16,929 16,819 106 0 16,713 教育総務課

3

奨学金貸付事業
H21
2009 ～

継続
実施

経済的理由により修学困難な学生・生徒に対し、無利子で奨学金の貸付けを実施。
年度途中の家計急変などによる在学生の奨学支援を実施。（緊急在学奨学生貸付） 19,580 0 0 19,580 21,620 0 0 21,620 教育総務課

4

児童生徒英語教育推進事業
H18
2006 ～

継続
実施

児童生徒の英語力向上を図り、国際社会で活躍できる児童生徒の育成を目指すための体制整備を実施。
（外国語授業や教材作成の補助として、外国語指導助手(ALT)・日本人外国語指導助手(JTE)を小中学校全校に配置、
各種イベントや小中学校における教材の整備、教職員の英語力向上のための研修） 30,954 0 0 30,954 30,828 0 0 30,828 学校教育課

5

小中一貫教育推進事業
H18
2006 ～

継続
実施

「下野市学校適正配置基本計画」に示された南河内中学校区における小中一貫教育について、協議会を設置して検討・
推進を図る。
（下野市小中一貫・南河中学区小中一貫教育推進協議会開催、義務教育学校基本計画による事業推進、ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
配置） 2,087 0 0 2,087 2,087 0 0 2,087 学校教育課

6

小学校給食共通管理事業
H18
2006 ～

継続
実施

薬師寺小・吉田東小・吉田西小・祇園小・緑小・石橋小・古山小・石橋北小の調理業務を民間業者に委託。
調理室細菌検査年1回、調理員検便検査月2回、ノロ検査月1回（10～3月）を実施。
給食調理室の維持管理（防虫駆除・排気設備清掃）を実施。 117,154 0 0 117,154 117,485 0 0 117,485 教育総務課

7

小学校給食備品整備事業
H18
2006 ～

継続
実施 市内小学校の給食備品について、更新計画に基づき更新を実施。 6,474 0 0 6,474 5,230 0 0 5,230 教育総務課

8

中学校給食備品整備事業
H18
2006 ～

継続
実施 市内中学校の給食備品について、更新計画に基づき更新を実施。 5,148 0 0 5,148 6,574 0 0 6,574 教育総務課

9

確かな学力と芸術推進事業
H27
2015 ～

継続
実施

文科省が進めるＩＣＴ活用を図り、分かる授業を推進し、確かな学力の定着に取り組む。平成32(2020)年度から小学校で
必修化されるプログラミング教育に向けて、各校への計画的なプログラミング教材（ロボット）の整備、小中一貫した学習
が継続できるよう教育環境を整える。 1,600 0 0 1,600 1,600 0 0 1,600 学校教育課

10

中学校教科書改訂事業
H27
2015 ～

継続
実施

平成32(2020)年度から使用の、中学校特別の教科道徳の教科書採択に伴う教師用教科書及び指導書、指導資料を整
備。 1,802 0 0 1,802 0 0 0 0 学校教育課

11

教育情報ネットワーク活用事業
H20
2008 ～

継続
実施

市内小中学校を全校接続することで、学校間の連携を深め、また、校務にかかる情報を電子化し共有することにより事
務の効率化を図る。（市内16校と教育委員会を結ぶ教育情報ネットワークの管理運営・学校の共通図書システムの管理
運営・HPの管理運営・学校情報機器管理） 55,711 0 0 55,711 45,495 0 0 45,495 教育総務課

12

小学校コンピュータ管理事業
H18
2006 ～

継続
実施

小学校12校の情報機器維持管理。
教員用PC・パソコン教室用PCの定期更新、サーバーの保守等実施。
※機器入替 平成31(2019)年度：南河内地区 118,787 0 0 118,787 114,375 0 0 114,375 教育総務課

13

中学校コンピュータ管理事業
H18
2006 ～

継続
実施

中学校4校の情報機器維持管理。
教員用PC・パソコン教室用PCの定期更新、サーバーの保守等実施。
※機器入替 平成31(2019)年度：南河内地区（教員用PC）、平成32(2020)年度：南河内地区（サーバー、生徒用PC） 50,048 0 0 50,048 46,503 0 0 46,503 教育総務課

14

南河内第二中学校校庭改修事業
H31
2019 ～

H31
2019

継続
実施

透水性が低く泥濘化している状況にある南河内第二中学校の校庭について、排水不良を改善するための改修工事を実
施。 56,600 18,866 0 37,734 0 0 0 0 教育総務課

15

石橋中学校大規模改修事業
H28
2016 ～

H31
2019

継続
実施

築20年以上の老朽化による雨漏りやトイレの悪臭のほか、使いづらさ等を改善するための大規模改修を、平成
30(2018)・31(2019)年度の2か年で実施。
平成30(2018)年度：仮設校舎設置、校舎外部改修、廊下部分の屋内化
平成31(2019)年度：校舎内部改修、仮設校舎撤去 1,250,398 100,000 872,700 277,698 0 0 0 0 教育総務課

16

義務教育学校整備事業
H30
2018 ～

H33
2021

継続
実施

小中一貫教育推進において、南河内中学校区は施設一体型とし、義務教育学校を整備。（平成34年4月開校）
平成30(2018)・31(2019)年度：用地取得、基本・実施設計、開発許可等
平成32(2020)・33(2021)年度：校舎及び屋内運動場建築 69,592 0 0 69,592 1,696,446 0 0 1,696,446 教育総務課

17
２－２－１
生涯学習の推進

生涯学習推進事業
H18
2006 ～

継続
実施

生涯学習推進計画（第二次）に基づき、多様な学習を通じた自己実現、学習仲間との交流による心豊かな生活、学習成
果の社会還元による協働のまちづくりを推進。
生涯学習推進本部の開催、推進協議会の開催、ふれあい学習の推進 256 0 0 256 256 0 0 256

生涯学習文化
課

18
２－２－５
生涯学習施設の
充実 南河内公民館管理運営事業

H18
2006 ～

継続
実施

生涯学習拠点施設として、生涯学習環境の整備を図る。
公民館講座の開設、公民館自主サークルの育成・支援、公民館まつりの開催、公民館管理運営等実施 16,439 0 931 15,508 16,439 0 931 15,508

生涯学習文化
課

19

運動場管理事業
H18
2006 ～

見直し
実施

運動場（別処山公園・大松山運動公園・国分寺運動公園・その他野球場等）の維持管理について、清掃作業・保守点検・
修繕・樹木管理等を実施。 60,708 0 9,180 51,528 60,708 0 9,180 51,528

スポーツ振興
課

20

武道館管理事業
H18
2006 ～

見直し
実施

武道館（南河内武道館・石橋武道館・国分寺武道館・国分寺聖武館）の維持管理について、清掃作業・保守点検・修繕
等を実施。 2,635 0 677 1,958 2,095 0 677 1,418

スポーツ振興
課

番号 基本施策 個別施策 事務事業名

事業実施期間
上段：元号
下段：西暦

担当課事業費
（財源内訳）

事業費

２－１
将来を担う人づく
り

２－１－１
地域ぐるみの教
育活動の推進

２－１－２
教育環境の充実

２－１－３
学校施設の充実

（財源内訳）総合
評価 事業概要

年度別事業費及び財源内訳（単位：千円）

２－２
生涯にわたり学
べる機会づくり

２－３
市民総スポーツ
“ひとり１スポー
”ツ の環境づくり

２－３－３
スポーツ施設の
充実

－23－

－23－



平成31(2019)年度 平成32(2020)年度

開始 終了 国県支出金 地方債・その他 一般財源 国県支出金 地方債・その他 一般財源番号 基本施策 個別施策 事務事業名

事業実施期間
上段：元号
下段：西暦

担当課事業費
（財源内訳）

事業費
（財源内訳）総合

評価 事業概要

年度別事業費及び財源内訳（単位：千円）

21

体育館施設修繕事業
H18
2006 ～

継続
実施

体育館施設の修繕を実施。
平成31(2019)年度：、クライミングウォール設置
平成32(2020)年度：国分寺Ｂ＆Ｇ海洋センタープール鉄骨塗装等工事、静思館安土入替、聖武館敷地内舗装修繕 40,902 0 40,902 0 2,916 0 2,916 0

スポーツ振興
課

22

運動場改修事業
H28
2016 ～

継続
実施

運動場の改修を実施。
平成31(2019)年度：大松山運動公園進入路整備、大松山運動公園北側駐車場用地測量業務
平成32(2020)年度：国分寺運動公園Ａｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ照明基盤、大松山運動公園テニスコート照明基盤、別処山公園Ａｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ
照明基盤東運動広場防犯ｶﾒﾗ設置、祇園原ﾃﾆｽｺｰﾄ休憩施設設置 6,480 0 6,480 0 11,664 0 11,664 0

スポーツ振興
課

23

スポーツ交流館館耐震補強・改修事業
H30
2018 ～

H31
2019

継続
実施

社会体育施設の耐震化を図るとともに老朽化による施設の改修を実施。
※平成34(2022)年度開催の第77回国民体育大会栃木大会において、交流館を役員・関係者控室として使用。 31,512 5,000 26,512 0 0 0 0 0

スポーツ振興
課

24

第７７回国民体育大会栃木大会開催事業
H30
2018 ～

H34
2022

見直し
実施

第77回国民体育大会栃木大会の競技会場地に選定された大松山運動公園では、正式競技としてサッカー（少年男子）、
ハンドボール（全種別）、また、デモンストレーションスポーツとしてキンボールスポーツが行われるため、各種計画や実
施要項の策定、各競技団体等との連携、競技役員や競技会係員、スポーツボランティアの育成・確保を実施。 1,302 0 0 1,302 3,302 0 0 3,302

スポーツ振興
課

25

文化振興事業
H18
2006 ～

継続
実施 しもつけ市民芸術文化祭の開催、下野市文化協会の支援、市内小中学校の芸術文化鑑賞事業の実施。 7,250 0 0 7,250 7,250 0 0 7,250

生涯学習文化
課

26

グリムの森施設整備事業
H29
2017 ～

継続
実施

グリムの森・グリムの館・お菓子の家の適正な維持管理運営のため、随時設備更新・修繕工事を実施。
平成31(2019)年度：建物調査診断・改善保全計画の策定・多目的ホール改修工事
平成32(2020)年度：改善保全計画に基づく設備更新・修繕工事 90,850 0 0 90,850 33,000 0 0 33,000

生涯学習文化
課

27

下野国分尼寺跡整備事業
H24
2012 ～

H32
2020

継続
実施

尼寺跡指定範囲が広がることにより、平成24(2012)年度策定の第2期保存整備基本計画に基づき、現在の整備
範囲の改修を含めた再整備を実施。
尼坊や西門の表示等設置、下野国分尼寺のCG復元 25,000 12,500 11,800 700 45,520 20,000 19,000 6,520 文化財課

28

しもつけ風土記の丘資料館整備事業
H27
2015 ～

H32
2020

継続
実施

市内出土の埋蔵文化財の展示や国分寺跡・尼寺跡のガイダンス施設としての機能充実、平成29（2017）年度に国重要
文化財指定となった甲塚古墳出土遺物等の資料の展示・保管施設としての改修整備。 320,000 71,500 236,000 12,500 240,000 47,000 183,300 9,700 文化財課

２－４
文化芸術と文化
遺産による豊か
な生活環境づくり

２－４－１
豊かな文化を育
む活動づくり

２－４－２
文化遺産の保存
と活用

２－３
市民総スポーツ
“ひとり１スポー
”ツ の環境づくり

２－３－３
スポーツ施設の
充実

－24－

－24－



目標３ 豊かな自然と人に優しい環境が共生した安全・安心なまちづくり

平成31(2019)年度 平成32(2020)年度

開始 終了 国県支出金 地方債・その他 一般財源 国県支出金 地方債・その他 一般財源

1
３－１
うるおいのある緑
環境づくり

３－１－１
公園・緑地の整
備 三王山ふれあい公園管理事業

H30
2018 ～

継続
実施 三王山ふれあい公園の維持管理について、指定管理者制度導入により実施。 36,826 0 0 36,826 37,122 0 0 37,122 都市計画課

2

非常備消防事務費
H18
2006 ～

継続
実施

下野市防災訓練の開催。
消防に関する負担金の支出。
防災活動支援隊の防災教育や啓発事業の実施。 13,467 0 0 13,467 13,467 0 0 13,467 安全安心課

3

自主防災組織活動補助金交付事業
H23
2011 ～

継続
実施

下野市自主防災組織活動補助金交付要綱に基づき、自主防災組織設置促進、地域の防災力向上のために補助金を交
付。 1,490 0 0 1,490 1,740 0 0 1,740 安全安心課

4

消防防災施設管理事業
H18
2006 ～

継続
実施

消防防災施設の維持管理。
（消火栓維持管理、県防災ネットワーク負担金、市防災情報伝達システム関連機器や屋外拡声器、地震速報端末の保
守点検、河川2か所、アンダーパス4か所に設置した防災カメラの保守点検、消火栓標識修繕及び消防団詰所修繕等） 24,276 0 0 24,276 24,276 0 0 24,276 安全安心課

5

消防防災施設改修事業
H23
2011 ～

継続
実施

消防防災施設の修繕等。
（消火栓標識設置修繕、火の見櫓撤去、消防器具置場解体） 7,920 0 0 7,920 2,970 0 0 2,970 安全安心課

6

水防事業
H18
2006 ～

継続
実施

水害等の有事の際に、消防団や自主防災組織と連携を図り、対応できる体制の整備。
地域防災力や市民が水防活動を行うため、土のう袋やブルーシート、砂などを配備。 341 0 0 341 341 0 0 341 安全安心課

7

コミュニティＦＭ放送事業
H29
2017 ～

継続
実施

災害等の緊急時における迅速かつ正確な情報発信や地域の話題や行政からのお知らせなど、市民に発信する手段の
拡充を図るため、コミュニティＦＭ放送を開局する。
平成31(2019)年度（開局予定）：放送設備工事・無線局免許申請

※平成32(2020)年度：維持管理 公設民営方式 161,100 0 0 161,100 30,500 0 0 30,500 総合政策課

8

防犯対策事業
H18
2006 ～

見直し
実施

防犯意識の高揚、犯罪の起こりにくい環境の整備。
（警察と連携した街頭広報活動・防犯パトロールの実施、幼児対象誘拐防止巡回指導や被害者支援センターを援助、公
共施設に街頭防犯カメラを設置、地域団体・商業施設（市の防犯に資する場合）の防犯カメラ設置費用の補助。） 5,567 0 0 5,567 5,482 0 0 5,482 安全安心課

9

防犯灯推進管理事業
H18
2006 ～

見直し
実施

夜間の犯罪抑制対策として、防犯灯の適切な管理を実施。
・防犯灯の修繕（電球・点滅器・器具交換）
・防犯灯ＥＳＣＯ事業業務委託 15,787 0 4,682 11,105 17,326 0 4,790 12,536 安全安心課

10
３－２－３
消費者行政の推
進 消費者行政事業

H18
2006 ～

継続
実施

消費生活センターにおける相談受付、消費生活情報の収集及び提供。
出前講座・ 街頭啓発・ 消費者まつり・ 講演会による、消費者被害防止啓発や消費者教育の普及。
特殊詐欺撃退機器の貸出。 4,327 156 0 4,171 4,334 156 0 4,178 安全安心課

11

市内公共交通運行事業
H20
2008 ～

見直し
実施

デマンドバスを運行し高齢者等交通弱者の生活の足を確保。
下野市・ 壬生町・ 上三川町との広域路線バス計画のための実証運行に向けて協議。 24,986 0 3,862 21,124 24,986 0 4,175 20,811 安全安心課

12

地域公共交通網形成計画策定事業
H31
2019 ～

H32
2020

見直し
実施

地域全体を見渡した面的な公共交通ネットワークの再構築に向け、立地適正化計画におけるまちづくりとの連携を図り、
平成33(2021)年度からの地域公共交通網形成計画を策定。
平成31(2019)年度：アンケート調査・結果分析、地域公共交通会議にて協議・検討
平成32(2020)年度：地域公共交通会議にて計画（案）の検討・調整 8,000 4,000 0 4,000 10,000 5,000 0 5,000 安全安心課

13

一般廃棄物収集運搬業務委託事業
H18
2006 ～

見直し
実施

市内から排出される家庭系及び石橋地区市施設の一般廃棄物の収集を行い、小山広域保健衛生組合のごみ処
理施設とクリーンパーク茂原に運搬。
一般廃棄物のステーション回収の効率化と衛生的な収集運搬を行うため民間業者に委託し実施。 261,908 0 0 261,908 264,311 0 0 264,311 環境課

14

不法投棄物収集運搬業務委託事業
H18
2006 ～

見直し
実施

適法な処分が行われなかった一般廃棄物等の適正処理を実施し、生活環境の保全を図る。
（不法投棄家電処理、不法投棄物収集運搬処分、Ｂ型肝炎・破傷風予防注射接種） 1,082 0 0 1,082 1,082 0 0 1,082 環境課

15

環境衛生事務費
H18
2006 ～

見直し
実施

不法投棄の防止や公共の場所における動物死骸の撤去、犬の飼い主のマナー向上、空き地の雑草除去指導を実施。
（廃棄物監視員によるパトロール、環境審議会の設置、不法投棄防止等看板貸与、動物死体回収等業務委託、雑草等
除去業務委託） 14,298 1,800 1,306 11,192 13,844 1,800 1,318 10,726 環境課

16

環境基本計画推進事業
H26
2014 ～

継続
実施

下野市環境基本計画を適切に進めていくため、市及び市民、市民団体、事業者等がそれぞれの役割分担と環
境パートナーシップのもとに連携し、協働により環境の保全及び創造に関する取組を総合的・ 計画的に展
開。
環境基本計画庁内推進委員会、しもつけ環境市民会議、環境フォーラム等開催。 113 0 0 113 114 0 0 114 環境課

番号 基本施策 個別施策 事務事業名

事業実施期間
上段：元号
下段：西暦

３－３
快適に暮らせる
環境づくり

３－３－１
公共交通網の充
実

３－３－３
ごみ処理とリサイ
クルの推進

３－３－４
環境対策の推進

担当課事業費
（財源内訳）

事業費

３－２
安全・安心な生活
環境づくり

３－２－１
消防・防災対策
の推進

３－２－２
防犯対策の推進

（財源内訳）総合
評価 事業概要

年度別事業費及び財源内訳（単位：千円）

－25－

－25－



目標４ 地域資源を活かし、産業・地域が躍進するまちづくり

平成31(2019)年度 平成32(2020)年度

開始 終了 国県支出金 地方債・その他 一般財源 国県支出金 地方債・その他 一般財源

1
４－１－１
都市近郊型農業
の推進 地域ブランド支援事業

H18
2006 ～

見直し
実施

市を代表する「特産品」となる適地適産農作物の生産と産地育成に必要な条件整備の支援。
（苺の無病苗・かんぴょう苗・種の購入費、かんぴょう生産設備設置費、かんぴょうまつり運営費の補助） 6,119 0 0 6,119 6,119 0 0 6,119 農政課

2

担い手支援事業
H18
2006 ～

継続
実施

農業経営の改善に取り組んでいる担い手の確保と育成を図るため経営規模の拡大、機械の導入等を支援。
（養蚕支援事業・園芸作物生産施設、資材整備事業・園芸農業機械導入支援事業・広域防除推進事業・農業生産工程
管理認証取得支援事業・ユニバーサル農業支援事業） 17,364 0 0 17,364 17,364 0 0 17,364 農政課

3

新規就農総合支援事業
H24
2012 ～

見直し
実施

持続可能な力強い農業を実現するための青年の新規就農者の増大を図るため、一定の要件を満たす新規就農者に経
営が安定するまで青年就農給付金を交付。
新規就農者向け園芸作物生産施設・機械の導入支援 26,250 26,250 0 0 26,250 26,250 0 0 農政課

4

農地中間管理機構集積協力金交付事業
H18
2006 ～

継続
実施

地域の担い手となる経営体に農地を集積、集約することを推進し、持続可能な力強い農業構造を実現するため、農地中
間管理機構を通した農地の貸し借りを支援。
農業者等に地域集積協力金、経営転換協力金、耕作者協力金を交付。 11,250 11,250 0 0 11,250 11,250 0 0 農政課

5

農業基盤整備促進事業
H25
2013 ～

見直し
実施

経営規模の拡大や戦略作物・地域振興作物の生産を振興するため、農地・農業用水利施設の整備をきめ細かく実施。
（農地耕作条件改善事業、市施工農道整備事業） 110,479 59,670 0 50,809 106,982 57,396 0 49,586 農政課

6

農業水利施設保全対策事業
H18
2006 ～

継続
実施

農業用水利施設を有効活用し長寿命化を図るため、既存施設の機能診断を行い機能保全計画を策定。
策定後の機能保全計画に基づき、水利施設整備事業などの補助事業を活用し対策工事を実施。
平成31(2019)年度：県営蟹川堰事業計画、効果算定、流量調査業務、県営宮前堰改修工事
平成32(2020)年度：県営蟹川堰実施設計 38,580 0 0 38,580 3,000 0 0 3,000 農政課

7

商工業振興事業
H18
2006 ～

見直し
実施

商工業者の事務効率化や事業継続への支援として、ＩＣＴ講習・立地企業講演会を開催。
創業及び企業進出の推進を図るため、工場誘致奨励金・まちなか商店リフォーム補助金・空き店舗等活用事業奨励金を
交付。
企業間連携の強化により、地域経済の活性化等を図るため、市立地企業連絡協議会に補助金を交付。 118,163 0 100 118,063 68,054 0 100 67,954 商工観光課

8

商工会支援事業
H29
2017 ～

継続
実施

商工会等が市内商工業の安定、発展及び地域活性化のためのまちづくりを行う事業に対し補助金を交付。
（下野市商工会運営費補助、石橋商工会運営費補助、下野市商工会事業費補助、石橋商工会事業費補助、創業塾開
催事業費補助、プレミアム付商品券発行事業補助） 35,956 0 0 35,956 36,470 0 0 36,470 商工観光課

9
４－２－２
新たな産業の誘
致・育成 産業団地整備推進事業

H18
2006 ～

継続
実施

新規企業の立地促進のため、産業団地造成に向けた条件整備を進め、早期の事業着手を図る。
平成31(2019)年度：地権者説明会・交渉、関係法令許認可手続、各種調査等
平成32(2020)年度：地権者交渉、関係法令許認可手続き、各種調査等 45,108 0 0 45,108 30,036 0 0 30,036 商工観光課

10

観光プロモーション事業
H26
2014 ～

見直し
実施

東京圏を中心に観光資源の魅力を発信することにより下野市の認知度を高め、観光誘客や交流人口の増加を図る。
・下野市観光ツアー（東京圏発着型及び下野市内着地型）の実施等 1,166 0 0 1,166 1,166 0 0 1,166 商工観光課

11

イベント事業
H24
2012 ～

見直し
実施

シティセールスを図るため、下野ブランド認定品及び地域資源のＰＲ、販売を行うイベントを開催。
《しもつけBRANDフェア開催、下野エール大使イベントの実施、下野ﾌﾞﾗﾝﾄﾞﾌﾞﾗｯｼｭｱｯﾌﾟ事業(ﾋｭｯﾃの活用) 2,802 0 0 2,802 2,802 0 0 2,802 商工観光課

12

天平の丘公園周辺施設整備事業
H27
2015 ～

見直し
実施

天平の丘公園の平地林内の明るさ確保及び景観向上のため、散策用園路周辺の樹木間伐を実施。
安全な公園として管理するための計画的な公園･施設整備を実施。 64,536 0 0 64,536 34,536 0 0 34,536 商工観光課

番号 基本施策 個別施策 事務事業名

事業実施期間
上段：元号
下段：西暦

４－２
商工業による躍
進するまちづくり

４－３
魅力あふれる観
光まちづくり

４－２－１
商工業の基盤強
化・活性化

４－３－１
魅力的観光の推
進

担当課事業費
（財源内訳）

事業費

４－１
地域の特性を活
かした農業・農村
づくり

４－１－２
農業経営の改善

４－１－３
農業生産基盤の
整備

（財源内訳）総合
評価 事業概要

年度別事業費及び財源内訳（単位：千円）

－26－

－26－



目標５ 快適でうるおいのある環境で新たな人の流れをつくるまちづくり

平成31(2019)年度 平成32(2020)年度

開始 終了 国県支出金 地方債・その他 一般財源 国県支出金 地方債・その他 一般財源

1

地籍調査事業
H18
2006 ～

継続
実施

土地を一筆ごとに地番、地目、境界等の調査と境界の測量及び面積の測定を行い、その成果である地図（地籍図）と台
帳（地籍簿）を法務局に送付することにより、法務局備え付けの公図や登記簿が更新される。
1調査区域当たり2か年計画で測量業者に委託し調査を行い、調査終了後、成果を整理し県の認証を受け、法務局に登
記申請する。 37,667 25,390 0 12,277 30,875 20,296 0 10,579 建設課

2

都市計画総務事務費
H18
2006 ～

継続
実施

都市計画審議会の設置運営。空き家バンクの運用。
地域住宅交付金事業（生垣奨励及び木造住宅耐震診断、耐震改修・建替え補助）の実施。
保留地等購入支援補助（仁良川地区土地区画整理）の実施。 11,502 6,525 101 4,876 11,356 6,525 101 4,730 都市計画課

3
５－１－３
良好な景観の形
成

仁良川地区土地区画整理事業
H18
2006 ～

H35
2023

見直し
実施

（仁良川地区土地区画整理事業特別会計）
土地区画整理事業による総合的な面的整備の実施により、公共施設の整備改善を行い、居住環境の向上と良好な宅
地の供給を図る。
地区面積：91.4 
施行期間：平成7(1995)年度～平成35(2023)年度 630,305 54,100 576,205 0 551,805 152,370 399,435 0 区画整理課

4

通学路安全施設整備事業
H28
2016 ～

見直し
実施

視認性を高め、通学路であることへの再認識を図り、児童・生徒の安全で安心な歩行空間を確保するため、一定の要件
を満たす通学路の路側帯のカラー化を実施。 8,000 0 0 8,000 8,000 0 0 8,000 建設課

5

市道１－５号線整備事業
H23
2011 ～

H32
2020

見直し
実施

老朽化した東田橋の架け替えに合わせて道路拡幅改良を行い、石橋中学校へ通学する生徒の安全確保、及び石橋中
心部と上台の交通の利便性を図る。
【上台地内　石橋中学校西側】
事業期間：平成23(2011)年度～平成32(2020)年度 55,000 27,000 24,000 4,000 95,000 47,000 42,000 6,000 建設課

6

市道１－８号線整備事業
H20
2008 ～

H31
2019

見直し
実施

国道4号から都市計画道路3・4・801号線に接続し、さらに市道2-21号線まで整備することにより、地域住民の安全確保と
市の基幹的道路網の確立を図る。
【笹原地内　国道4号笹原交差点西側】
事業期間：平成20(2008)年度～平成31(2019)年度 14,400 7,900 5,800 700 0 0 0 0 建設課

7

市道１－３号線他整備事業
H26
2014 ～

H34
2022

見直し
実施

一般県道下野壬生線から主要地方道栃木二宮線までの本路線を整備することにより、市の基幹的道路網が整備され、
市の一体性の確立を図る。
【小金井地内　JAライスセンター東側】
事業期間：平成26(2014)年度～平成34(2022)年度 30,000 15,000 13,500 1,500 100,000 50,000 45,000 5,000 建設課

8

市道２－１号線整備事業
H23
2011 ～

H34
2022

見直し
実施

隣接する宇都宮市の土地改良事業が完了、県道整備も開始され、交通量の増加が見込まれることから、幅員狭小で入
り組んでいる道路の拡幅改良及び歩道整備を進め、通学する児童の安全確保を図る。
【上古山地内、県道鹿沼下野線北進】
事業期間：平成23(2011)年度～平成34(2022)年度 84,000 46,200 34,000 3,800 30,000 16,500 12,100 1,400 建設課

9

市道２－７号線他整備事業
H25
2013 ～

H34
2022

見直し
実施

石橋総合病院の移転にあたり取り交わされた基本合意に基づき、病院周辺道路を整備する。
【石橋地内】
事業期間：平成25(2013)年度～平成34(2022)年度 101,200 44,580 50,400 6,220 171,000 85,500 76,500 9,000 建設課

10

市道２－１０号線整備事業
H24
2012 ～

H35
2023

見直し
実施

まちづくり交付金事業下長田地区の延伸で姿川西地区の道路網強化を図るとともに、細谷小学校へ通学する児童の安
全を確保する。
【上台・細谷・橋本地内　細谷小学校東側道路】
事業期間：平成24(2012)年度～平成35(2023)年度 101,000 55,000 40,500 5,500 15,000 8,000 5,800 1,200 建設課

11

市道９１５１号線道路整備事業
H27
2015 ～

H32
2020

見直し
実施

地元要望を受け、生活道路整備検討委員会により「整備」に位置付けられた路線であり、道路改良（歩道整備及び擁壁
工）工事を実施。
【柴地内　平井自転車店南側】
事業期間：平成27(2015)年度～平成32(2020)年度 48,000 0 0 48,000 24,000 0 0 24,000 建設課

12

自治医大駅東口バリアフリー事業
H28
2016 ～

H35
2023

見直し
実施

下野市交通バリアフリー特定事業計画に基づき、自治医大駅東口広場及び市道7002号線のバリアフリー工事を実施。
歩道と車道の段差解消、視覚障害者用誘導ブロック設置、歩道を透水性ブロックなどに改良。
【医大前・祇園　JR自治医大駅東口】
事業期間：平成28(2016)年度～平成35(2023)年度 40,000 16,000 20,900 3,100 165,000 66,000 89,100 9,900 建設課

13

小金井西通り道路整備事業
H31
2019 ～

H35
2023

見直し
実施

下野市と小山市の中心市街地を結ぶ国道４号の慢性的な渋滞解消と市民の利便性向上を図るため、国道４号と並行す
るバイパス路線として、市道1-13号線から小山市境までの道路整備について、小山市側の道路改良に合わせ実施。
【下野・小山間道路整備促進協議会要望路線】
事業期間：平成31(2019)年度～平成35(2023)年度 5,500 2,750 2,400 350 6,000 3,000 2,700 300 建設課

14

市道８３３１・８３７１号線間道路整備事業
H30
2018 ～

H35
2023

見直し
実施

旧南河内町により、用地取得及び一部工事が実施されたが、先線である小山市側の事業延期により一時休止。小山市
側の事業促進の動きがあることから事業を再開。

※【下野・小山間道路整備促進協議会要望路線】 絹板地内より吉田西小学校方面
事業期間：平成30(2018)年度～平成35(2023)年度 5,000 0 0 5,000 5,000 0 0 5,000 建設課

15

市道１－９号線道路整備事業
H29
2017 ～

H40
2028

見直し
実施

下野市幹線道路網整備計画による新規路線。平成30(2018)年度から事業着手予定の県営ほ場整備事業（薬師寺・柴地
区）に合わせ整備を推進。併せて、遊歩道である「哲学の道」を整備。
【下野・小山間道路整備促進協議会要望路線】
事業期間：平成29(2017)年度～平成40(2028)年度 13,200 0 0 13,200 15,000 0 0 15,000 建設課

16

高速道路スマートＩＣ整備事業
H30
2018 ～

H34
2022

継続
実施

下野市の北部を通過する北関東自動車道が持つ広域的なネットワークを活用し地域の活性化や産業・物流における本
市の優位性を高めるため、スマートインターチェンジを整備。 80,970 42,600 33,000 5,370 208,170 110,000 88,000 10,170 建設課

17

幹線道路網整備計画策定事業
H31
2019 ～

H31
2019

見直し
実施

下野市内の広域的な交通ネットワークを踏まえた総合的な道路整備の指針となる「下野市幹線道路網整備計画」につい
て、整備の進捗状況や社会情勢の変化に対応するため、概ね5年毎の見直しを実施。
計画策定業務委託実施。 4,860 0 0 4,860 0 0 0 0 建設課

18

市道７１２６号線整備事業
H31
2019 ～

H35
2023

見直し
実施

地元要望を受け、生活道路整備検討委員会により「整備」に位置づけられた路線であり、道路拡幅改良工事を実施。
【薬師寺１丁目地内　南北道路】
事業期間：平成31(2019)年度～平成35(2023)年度 6,000 0 0 6,000 5,000 0 0 5,000 建設課

番号 基本施策 個別施策 事務事業名

事業実施期間
上段：元号
下段：西暦

担当課事業費
（財源内訳）

事業費

５－１－１
土地利用の推進

（財源内訳）総合
評価 事業概要

年度別事業費及び財源内訳（単位：千円）

５－２－１
道路・橋梁の整
備

５－１
快適に住み続け
られる住環境づく
り

５－２
人に優しい交通
環境づくり

－27－

－27－



平成31(2019)年度 平成32(2020)年度

開始 終了 国県支出金 地方債・その他 一般財源 国県支出金 地方債・その他 一般財源番号 基本施策 個別施策 事務事業名

事業実施期間
上段：元号
下段：西暦

担当課事業費
（財源内訳）

事業費
（財源内訳）総合

評価 事業概要

年度別事業費及び財源内訳（単位：千円）

19

市道２－２９号線整備事業
H31
2019 ～

H35
2023

見直し
実施

小金井駅東口広場から国分寺東小学校に通じる幹線道路（通学路指定）のマウントアップ形式の歩道について、違法な
個人宅への乗入設備の設置や、太く成長した街路樹による歩行車･自転車の通行の阻害を改善するため、街路樹撤去
とセミフラット形式へ整備を実施。
【駅東地内　小金井郵便局～国分寺東小学校】
事業期間：平成31(2019)年度～平成35(2023)年度 19,440 10,000 7,300 2,140 22,000 12,000 8,800 1,200 建設課

20

市道２４２０号線他１路線整備事業
H31
2019 ～

H35
2023

見直し
実施

地元要望を受け、生活道路整備検討委員会により「整備」に位置づけられた路線であり、境界の問題が解消されたため
事業を再開。
【下石橋地内　下石橋公民館周辺】
事業期間：平成31(2019)年度～平成35(2023)年度 13,750 0 0 13,750 15,000 0 0 15,000 建設課

21

市道維持管理事業
H18
2006 ～

継続
実施 市道及び駅前広場の維持管理（補修・修繕・清掃）と街路樹の維持管理を実施。 244,008 0 23,500 220,508 244,008 0 23,500 220,508 建設課

22

橋梁長寿命化修繕事業
H23
2011 ～

継続
実施

橋梁長寿命化修繕計画及び道路法に基づく橋梁定期点検結果により、順次、橋梁の修繕工事を実施。
平成31(2019)年度：長寿命化修繕計画改定 45,000 15,000 0 30,000 30,000 15,000 0 15,000 建設課

23

道路アンダー定期点検・修繕事業
H26
2014 ～

継続
実施

市管理の6つの道路アンダー（しもつけアンダー）について、各部位における損傷・劣化状態を把握するための点検を実
施。
長寿命化修繕計画を基に、計画的な修繕工事を実施。
平成31(2019)年度：道路アンダー4（自治医科大学北側）修繕工事、道路アンダー1（国分寺小東）点検 19,000 4,300 0 14,700 19,000 4,300 0 14,700 建設課

24

ＪＲ小金井駅東西自由通路修繕事業
H27
2015 ～

H32
2020

継続
実施

老朽化したＪＲ小金井駅東西自由通路（歩行者専用橋）について、今後の利用者の安全確保と利便性の向上を図るた
め、修繕工事を実施。
※平成26(2014)年度、老朽化による通路床板部の剥落が確認され、剥落防止工事（劣化部の叩き落とし及び橋梁下面
に落下防止ネットの設置）を実施。
事業期間：平成27(2015)年度～平成32(2020)年度 190,000 44,000 136,900 9,100 10,000 0 9,500 500 建設課

25

重要給水施設配水管更新事業
H18
2006 ～

継続
実施

（下野市水道事業会計）
災害等緊急時における避難所の給水確保のため、避難所までの配水管について、耐震管への布設替えを実施。
※災害に強い水道施設基盤の構築 142,000 33,000 0 109,000 134,252 31,479 0 102,773 水道課

26

水道施設整備事業
H18
2006 ～

継続
実施

（下野市水道事業会計）
機能低下や故障の未然防止により安全な水道を安定的に供給するため、配水施設・水源施設の計画的な更新・改修工
事を実施。
平成31(2019)・32(2020)年度：水源施設更新 100,000 0 0 100,000 100,000 0 0 100,000 水道課

５－３－１
安心・安定した上
水道の供給

５－２－１
道路・橋梁の整
備

５－２－２
道路・橋梁の維
持管理

５－２
人に優しい交通
環境づくり

５－３
安全で快適な水
環境づくり
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目標６ 市民が主役の市民と行政が協働するまちづくり

平成31(2019)年度 平成32(2020)年度

開始 終了 国県支出金 地方債・その他 一般財源 国県支出金 地方債・その他 一般財源

1

自治会公民館建設費補助事業
H18
2006 ～

継続
実施

自治会公民館の新築・改修を行う自治会に対して新築・改築工事費の1/2を補助する。
《新築は上限3,000千円、改築は上限1,000千円（但し100千円未満の改修工事については自治会負担）》 4,000 0 0 4,000 4,000 0 0 4,000

市民協働推進
課

2
コミュニティセンター指定管理者施設管理運営
費

H18
2006 ～

継続
実施

コミュニティ活動の拠点施設であるコミュニティセンターについて、地域のコミュニティ推進協議会を指定管理者として指
定することにより、自治会の枠を超えた地域の交流とより広域的な組織づくりを推進。
（仁良川、グリーンタウン、上町、栄町、石橋駅前、石橋中央、石北1号館、石北2号館、友愛館、薬師寺の10施設管理運
営における指定管理者への委託の実施） 20,768 0 0 20,768 20,768 0 0 20,768

市民協働推進
課

3

自治基本条例推進事業
H26
2014 ～

継続
実施

まちづくりの指針となる自治基本条例について、出前講座やイベント時などに条例を広く市民に周知し協働の取組の理
解を広め、「市民が主役のまちづくり」「協働によるまちづくり」を推進。
（自治基本条例情報紙発行、イベント時の啓発活動、協働の指針の策定・推進等） 640 0 0 640 640 0 0 640

市民協働推進
課

4

市民活動支援事業
H24
2012 ～

継続
実施

市民団体が自発的に行う公益性の高いまちづくり活動に対する支援として、下野市市民活動補助事業交付要綱に基づ
き補助金交付を実施。 5,798 0 0 5,798 5,798 0 0 5,798

市民協働推進
課

5

６－１－３
人権の尊重と男
女共同参画の推
進 男女共同参画推進事業

H18
2006 ～

継続
実施

男女共同参画宣言都市として、下野市だれもが輝く男女共同参画社会づくり条例の基本理念に基づき第二次男女共同
参画プラン及び配偶者等からの暴力対策基本計画を推進。
（男女共同参画推進委員会の開催、男女共同参画情報紙発行、男女共同参画のつどい開催等） 4,096 0 0 4,096 4,800 0 0 4,800

市民協働推進
課

6

職員研修事業
H18
2006 ～

見直し
実施

地方公務員としての職務遂行能力と資質の向上を目指し、また、高度で多様化する市民ニーズに的確に対応できる人
材育成のため、階層別研修や専門研修を実施。
（・小山地区職員研修協議会研修・栃木県市町村振興協会研修・全国市町村アカデミー研修・とちぎ建設技術センター研
修・独自研修） 3,563 0 0 3,563 3,563 0 0 3,563 総務人事課

7

財政管理事務費
H18
2006 ～

継続
実施

財政管理事務。
（予算編成、決算統計、地方債事務、地方交付税算定、ふるさと納税記念品贈呈等）
新公会計新基準に基づく財政書類作成等。 5,269 0 0 5,269 6,320 0 0 6,320 財政課

8

公用車管理事業
H18
2006 ～

継続
実施

一括管理している公用車の適正な運行管理、及び更新計画に基づいた公用車の維持管理。
市有バス運行管理業務の民間委託の実施。 28,935 0 0 28,935 30,722 0 0 30,722 総務人事課

9

土地管理事業
H26
2014 ～

継続
実施

公有財産の有効活用及び維持管理。
（普通財産の維持管理・売却と庁舎に付随する借地の賃貸借業務、市有地19か所の除草管理等） 11,688 0 0 11,688 11,688 0 0 11,688 総務人事課

10

旧庁舎周辺施設整備事業
H18
2006 ～

継続
実施 国分寺庁舎及び周辺施設の解体工事・整地を実施。 205,000 0 0 205,000 0 0 0 0 総務人事課

11

第二次総合計画策定事業（後期基本計画）
H31
2019 ～

H33
2021

継続
実施

平成33(2021)年度からの5か年計画である第二次総合計画後期基本計画の策定については、国土強靭化地域計画を
盛り込み、計画策定支援業務委託により2か年で策定。
平成31(2019)年度：後期基本計画策定支援業務ﾌﾟﾛﾎﾟｰｻﾞﾙ実施、市民ｱﾝｹｰﾄ調査・分析
平成32(2020)年度：総合計画策定委員会・総合計画審議会の開催、ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸｺﾒﾝﾄ・市民説明会の実施、後期基本計画の
決定（市議会による議決） 5,983 0 0 5,983 10,662 0 0 10,662 総合政策課

12

しもつけ・未来・プロモーション事業
H27
2015 ～

見直し
実施

知ってもらう、来てもらう、住んでもらう、といった段階的な取組の方向性の中で、まずは市の存在・魅力を知ってもらうた
めのシティプロモーションを展開し、首都圏でのイベントや市内外のイベントでの効率的・効果的なPR活動を実施。
（・シティプロモーション専用サイト「プチハピしもつけ」を配信・YouTube動画やご当地アニメーションの活用・東京圏にお
ける移住促進セミナー等の実施・シティプロモーションに特化したパンフレットの作成） 20,018 4,575 0 15,443 18,541 5,000 0 13,541 総合政策課

13 社会保障・税番号制度個人番号カード交付事
業

H18
2006 ～

継続
実施

社会保障・税番号制度の導入を促進し、国民の利便性の向上及び行政運営の効率化を図るため、通知カード及び個人
番号カードの交付等を円滑に実施。
※臨時職員賃金、関係機関負担金等を計上 14,142 11,926 54 2,162 14,142 11,926 54 2,162 市民課

14

公共施設マネジメント推進事業
H29
2017 ～

継続
実施

公共施設等の最適な配置を実現し、財政負担の軽減・平準化を図るため、平成28(2016)年度に策定した「下野市公共施
設等総合管理計画」に基づき、「個別施設計画」の策定や計画の進行管理を実施。 116 0 0 116 116 0 0 116 総合政策課

15

地域おこし協力隊事業
H29
2017 ～

継続
実施

東京圏において地域おこし協力隊を募集し、意欲ある適切な人材を本市の地域活性化のために従事してもらうとともに、
その定住を図る。《特別交付税措置》 10,886 0 0 10,886 15,000 0 0 15,000 総合政策課

16

広報発行事業
H18
2006 ～

継続
実施 広報しもつけ、行政カレンダー、市民手帳、市民生活ガイドブック、市勢要覧の発行。 15,075 0 45 15,030 15,075 0 45 15,030 総合政策課

17

広報広聴業務事務費
H18
2006 ～

継続
実施

市政懇談会、ランチトークの開催。
データ放送による情報発信、市ホームページの管理等。 4,313 0 0 4,313 4,313 0 0 4,313 総合政策課

番号 基本施策 個別施策 事務事業名

事業実施期間
上段：元号
下段：西暦

６－２
健全な行財政運
営の仕組づくり

６－２－１
行財政改革の推
進

６－２－２
広報・広聴の充
実

担当課事業費
（財源内訳）

事業費

６－１
協働のまちづくり
の体制づくり

６－１－１
まちづくり活動の
推進

６－１－２
協働のまちづくり
の推進

（財源内訳）総合
評価 事業概要

年度別事業費及び財源内訳（単位：千円）
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